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事  業 計

(平成 22年 1月 1日 から平成 22年 12月 31日 まで)

社団法人 競走馬育成協会

圭
日



平成 22年 度 事業実施計画

本協会は、昭和134年 11月 に倉り立され 50年 の歴史を教えた.こ の問の「1本の競走馬台

成技術の向 には目覚ましいものがあり、本協会会員の果たしてきた役官|は極めて大きいもの

がある。

平成 22年 度は、このような育成者が担っている重要な役告||や、も協会の業務運営、会員

の活動内容等について積柾的にPR活 動に取り組むとともに、今後の焼t弓 育成業界の発展

を祈念する50周 年舌捻 事業を行 う。

また、競走馬業界の人材確保対策に取り組むとともに、引き続き会虫の育成技術の一
層の

向上に資する事業に重″庁iを置きつつ、関係機関のご指導、ご協力とこ
｀
支援を得ながら、以 ド

の事業を計LBi的、効率的に実施 して健全なる抗馬の発展に寄!チするt)のとする。

1.育 成技術表彰事業の実施

(1)会 員の育成技術のi∴!Lを図り、丈夫で強い馬づくりをlfl指した競危崎育成の健令な

発展に姿→
~る

ため、1身皮技術表彰事業を実施する.

(2)表 彰対象競走は11午午il弓様、原則として|1本中央抗|キ6会が施イ均する、力L朽城走、2歳

丘賞競走、席牛rF Tt抗た、3歳 以 Lの轟貨城走及び平地の3歳以上げ)オーブン焼走 (3

歳限定抗たを除く)で 、会長が指定した競たとする.

(3) 本 部表彰対象競たにあつては、施行場における衣彰式への参加機会の拡大について

関係機関との調整を図る.

2 育 成技術誌習会の開催

(1)城 危馬1/7育成 ・調教に関する経営 ・飼養 ・衛/L・環境管理及0潮|1致・トレーエング

法等の知識や手法について、普及啓蒙を図り、丈夫で強い馬づくりに資するため、育

成技初市話習会を実施する。

(2)実 施にあたつては、|1本中央抗馬会、財回法人軽札馬育成調教センターと連携、共

任することにより、運営効率化を図ることとする(1

3.人 材養成支援事業の実施

(1)軽 種馬経営の安定につながる将来の未幹的技術者の確保及び高度な角1識技術の修得

の支援を行 う.



4.2歳 育成馬 トレーニングセールの推進

会員の育成成果を公開する場でモ)ある トレーエングセールにおいて、その開催後坂

等により市場取じの対′性化を図る.

5 旬 成経営の実態及び改善に関する未礎調査事業の実施

競走馬の育成をそrう者の、育成環境の改善及び育成技術の十向上に資するため、育成

経営の基礎調査を実施する。

6.育 成施設等の整備に関する助成等の実施

(1)育 成施設等σD当臨のため、財団法人全国競馬 ・畜産振興会からの助成を受け、韓種

馬li産育成強化資金利子補給事業を実施する。

(2)畜 産環境問題にネルぷする財団法人畜産環境整備機構の行 う畜産環境整備 リース事業

に月文リネRttr.

(3)|1本 中央抗馬会の施設竿
~d吏

用を取りやめた機器 ・資材等を会員に紹介する抗崎関

すと機材キ有効活用事業に取り組む。

7 脇 会の連常 ・拡充強化

(1)'を 記の学来j笙常|、二つ↓ヽて、審議・協議するため、総公、理ヰr会等を開催する(,

(2)■ 1協会の it要“す年、は,菫する業界び)動向年、会虫が老、要とする!古線を提供するため、

機関誌 「いくせいJを 発行する.

(i3)裁 71_時の育成子の新灯夢j「1人を促進 し、育成者の連携と連常を決めることを目指 し、

ネF搬の幣備拡充を図る1‐

8 倉 |1立50周 年記念事業の実施

今後の競走馬育成業界発展を析念 して、

(1)倉 叫立50周 年記念式典を行 う。

(2)倉 け立50周 年記念誌を発行するc



収 支 予 算 書 総 括 表

平成22年 1月1日 ～ 平成22年 12月 31日
(単位 :千円)

目科
一般会計

育成経営の実態

及び改善に関す

る基礎事業会計

軽種馬生産育成

強化資金利子

補給事業会計

合  計

〔事業活動収支の部

1,事業活動収入

入会金収入

会費収入

補助金等収入

特定資産受取利息収入

委託事業費収入

補助事業費収入

雑収入

事業活動収入計

2.事業活動支出

事業費支出

業務管理費支出

業務委託費支出
育成1貨術向上推進事業費支出

21 f t市成|ちトレーエンク
iセールすた空文||

育成情報誌発行事業費支出

育成技術表彰事業費支出

育成経営の基礎調査事業費支出

読走馬資源有効調査事業費支出

利子補給事業費支出
育成技術者海外派遣費支出

派遣者選考経費支出

推進事務費支出

現地指導旅費支出

通信運搬費支出

会議費支出

印刷費支出

旅費支出

消耗品費支出

補助金等返還金支出

管理費支出

役職員給与支出

事務費支出

会議費支出

創立50周年記念費

事業活動支出計

事業活動収支差額

Ⅱ投資活動収支の部

1.投資活動収入

特定預金取崩収入

投資活動収入計

2.投資活動支出

特定預金取得支出

投資活動支出計

投資活動収支差額
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∠ヽ 1,037 0 0 ∠ヽ 1,037

0 0 0 0

0 0 0 0

2,063 0 0 2,063

2,063 0 0 2,063

△ 2,063 0 0 △ 2,063



科 目
一般会計

育成経営の実態

及び改善に関す

る基礎事業会計

離凝馬生産育成

強化資金利子

補給事業会計

ペ 一ど

日

田財務活動収支の部

1.財務活動収人

財務活動収入計

2.財務活動支出

財務活動支出計

財務活動収支差額

IV予備費支出

当期収支差額

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

△ 3,100 0 0 △ 3,100

5,888 0 0 5,888

2.788 0 0 2.788

(注)1.予 算額については、今後補助団体との調整が必要である。調整の結果、補正を必要とする

易合は、理事会において変更できるものとする。

2.借入金限度額      0円
3.債務負担額        0円


